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2021 年 10 月 13 日 
報道関係各位 

一般社団法人日本能率協会 
 
 

『日本企業の経営課題 2021』  調査結果速報 【第６弾】  
ステークホルダー資本主義の考え方の広がりに肯定的な回答が９割 
ガバナンスコードの効果：「ステークホルダーとの協働」「サステナビリティへの対応」が進む 

 
 

一般社団法人日本能率協会（会長：中村正己、ＪＭＡ）は、企業が抱える経営課題を明らかにし、これからの
経営指針となるテーマや施策の方向性を探ることを目的に、1979年から、企業経営者を対象に、「当面する企業経
営課題に関する調査」を実施しています。今年は 2021年 7～8月に実施し、517社からの回答を得ました。 
今回は第６弾として、コーポレートガバナンスに関連する調査結果をご報告します。なお、KAIKA研究所所長の近

田による「調査結果を受けてのコメント」（本調査のまとめ）を３ページに掲載しています。 
 

 

※詳細の調査報告書は 10月下旬に公表予定です。 
 

 

■ 「2021年度（第 42回）当面する企業経営課題に関する調査」概要 
調査時期 2021年 7月 20日～8月 20日 

調査対象 
JMA の法人会員ならびに評議員会社、およびサンプル抽出した全国主要企業の経営者 
（計 5,000社） 

調査方法 郵送調査法（質問票を郵送配布し、郵送およびインターネットにより回答） 
回答数・回収率 回答数 517社・回答率 10.3％ （回答企業の概要は４ページに記載） 

 
 

【本件に関するお問合せ先】 
一般社団法人日本能率協会  KAIKA研究所 （担当：近田

こ ん だ
） 

〒105-8522 東京都港区芝公園 3-1-22 TEL：03-3434-0380 E-mail：kadai@jma.or.jp 
※取材のお問合せは、広報・マーケティング室（担当:綿貫、TEL:03-3434‐8620 または 090-6510-9161 

E-mail：jmapr@jma.or.jp）へお願いいたします。  

１．ステークホルダー資本主義の考え方の広がりに肯定的な回答が９割 
   大企業では「既に一般的に広がっている」との回答が 21.3％と高め 
 
 

２．コーポレートガバナンスコードへの対応がもたらす中長期的な企業価値向上への効果： 
「ステークホルダーとの協働」「サステナビリティへの対応」が「機能している」との回答が７割超 
「人的資本投資についての情報開示」「取締役のスキル・マトリックスの開示」は５割未満 
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１．ステークホルダー資本主義の考え方の広がりに肯定的な回答が９割 
   大企業では「既に一般的に広がっている」との回答が 21.3％と高め 
 

○ 2019年 8月に米国の経営者団体が、株主第一主義を見直し、多様なステークホルダーの利益を尊重した経
営に取り組むという声明を発表したことを踏まえ、こうしたステークホルダー資本主義の考え方が、日本の産業界で
も、今後、広がるかどうかを尋ねたところ、「既に一般的に広がっている」との回答が 13.2％、「広がっていく」が
47.4％、「ある程度、広がっていく」が 29.4％ととなり、合わせると、ステークホルダー資本主義の考え方の広が
りに肯定的なの回答が 90.0％に達する結果となりました。【図１－１】 

○ 従業員規模別にみると、「既に一般的に広がっている」「広がっていく」「ある程度、広がっていく」の合計が、大企業
では 94.2％、中堅企業では 90.7％、中小企業では 84.7％となっており、規模に関わらず、ステークホルダー資
本主義の考え方の広がりに肯定的な回答が大半を占めています。特に、大企業では、「既に一般的に広がって
いる」との回答が 21.3％と高めになっており、多様なステークホルダーを尊重する意識が広がっていることがうかが
えます。【図１－２】 

 
【図１－１】 多様なステークホルダーの利益を尊重する経営の考え方に対する評価（N=517, SA） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図１－２】 多様なステークホルダーの利益を尊重する経営の考え方に対する評価（従業員規模別） 
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２．コーポレートガバナンスコードへの対応がもたらす中長期的な企業価値向上への効果： 
「ステークホルダーとの協働」「サステナビリティへの対応」が「機能している」との回答が７割超 
「人的資本投資についての情報開示」「取締役のスキル・マトリックスの開示」は５割未満 

 

○ 本調査の回答企業のうち、上場企業（261社・全体の 50.5％）に対して、コーポレートガバナンスコードへの
対応が、中長期的な企業価値の向上の観点から効果的に機能しているかを尋ねたところ、「機能している」と
の回答（十分に ～ ある程度 の合計）が、「様々なステークホルダーとの協働に関する行動準則の策定・実
践」で 71.6％、「社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題への対応」で 70.1％となり、７割を
超える結果となりました。 

○ 一方で、「人的資本への投資等についての情報開示」では 44.1％、「各取締役の知識・経験・能力等を一覧
化したスキル・マトリックスの開示」では 43.3％となり、いずれも５割未満という結果でした。 

○ 全般的に、「ある程度機能している」の比率が高くなっており、コーポレートガバナンスコードの本来の目的である企
業価値向上に結び付けていくうえでは、まだまだ課題があることがうかがえます。 

 
【図２】 コーポレートガバナンスコードへの対応がもたらす中長期的な企業価値向上への効果（N=261, SA） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

調査結果を受けてのコメント 
一般社団法人日本能率協会 KAIKA研究所 所長 近田高志 

 

○ 今回は、日本能率協会が毎年実施している「経営課題調査」の2021年度の調査結果速報の第６弾と

して、コーポレートがバンスに関連する調査結果をご紹介しています。 
○ ステークホルダー資本主義の考え方については、日本には、もともと「三方よし」の考え方がある

との指摘がありますが、今回の調査にも、このような多様なステークホルダーを尊重するという考

え方が根差しているということが表れていると言えるでしょう。 
○ 一方で、コーポレートガバナンスコードへの対応を中長期的な企業価値向上に結び付けていくこと

については、まだまだ課題があるという現状が見られています。多様なステークホルダーを大切に

するという理念を大切にしながらも、ステークホルダーとのコミュニケーションを強化し、透明性

を高め、説明責任を果たしていくことが、一層重要であると考えます。 
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業種分類 ％ 回答数 業種分類 ％ 回答数
製造 41.4 214 非製造業 58.6 303

製造・素材系 11.0 57 小売・卸・商社 14.1 73
繊維 0.8 4 小売 5.6 29
パルプ・紙・紙加工 1.0 5 商社・卸売 8.5 44
化学 5.2 27 建設・不動産 12.4 64
石油・石炭 0.0 0 不動産 2.7 14
ゴム・窯業・土石 1.2 6 土木・建設・建築 9.7 50
鉄鋼・非鉄・金属 2.9 15 倉庫・運輸 5.0 26

製造・組立系 20.1 104 輸送サービス（陸運・海運・空運） 4.4 23
一般機械 3.7 19 倉庫・埠頭 0.6 3
精密機器 2.3 12 情報・通信 6.0 31
電気・電子機器 7.9 41 ソフト開発・情報サービス 5.2 27
輸送用機器 6.2 32 通信サービス 0.8 4

製造・その他 10.3 53 宿泊・飲食 2.3 12
食料品 4.4 23 宿泊・飲食・給食サービス 2.3 12
医薬品 0.4 2 金融・保健 5.2 27
その他製造 5.4 28 金融・保険 5.2 27

その他 13.5 70
出版・放送・報道 1.2 6
公共サービス（電気・ガス・水道） 0.2 1
保健・医療・福祉サービス 0.6 3
人材・教育関連サービス 1.4 7
警備・ビル・設備等のメンテナンス 1.9 10
広告・宣伝・ディスプレイ 1.7 9
その他サービス 6.0 31
農林・水産・鉱業 0.6 3

合計 100.0 517

回答企業の概要  
 
■ 本社所在地 
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